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国・地方自治体・福祉等の分野における法曹有資格者の

活動領域の拡大に関する分科会（第４回）出席者名簿

（平成２６年５月２２日）

社会福祉法人南高愛隣会顧問・理事 田 島 良 昭（座長） 

全国市長会評議員，明石市長  泉   房 穂

早稲田大学政治経済学術院教授 北 川 正 恭

中央大学大学院法務研究科教授 大 貫 裕 之

内閣官房

法曹養成制度改革推進室参事官 中 西 一 裕

法曹養成制度改革推進室参事官補佐 佐 熊 真紀子

法務省

大臣官房司法法制部参事官 鈴 木 昭 洋

大臣官房司法法制部官房付 中 島 行 雄

日本司法支援センター

事務局長 相 原 佳 子 

常勤弁護士総合企画部常勤弁護士総合企画課課長補佐  尾 又 真 一 

日本弁護士連合会

事務次長 谷   英 樹

法律サービス展開本部副本部長 菊 地 裕太郎

法律サービス展開本部委員，神奈川大学法学部教授 幸 田 雅 治

法律サービス展開本部委員 八 杖 友 一

オブザーバー

総務省

文部科学省

厚生労働省

公益社団法人日本社会福祉士会 
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　 法律サービス展開本部

全体会議（理事会内本部）

運営会議

本部の基本組織，基本方針，運営に関する重要事項等の審議

・本部事業計画案の策定

本部長代行

副本部長 事務局

・各組織が企画する事業の承認

・各組織の支援，統括，調整

・本部会議に付する議案に関する事項

等の審議

副本部長

各組織の責任者

事務局

自治体等連携

センター
ひまわりキャリア

サポートセンター

国際業務推進

センター

その他、本部長が

必要として設置する組織

各分野における弁護士による法律サービスの一層の

展開・促進を図るための施策立案・実行を目的とした諸活動

・国，地方公共団体等

（公共機関等）のニーズ

に対応した法律サービ

スの展開・促進

・福祉分野における法律

サービスの展開・促進

・企業のニーズに対応し

た法律サービスの展開・

促進

・企業等における弁護士

の任用促進，養成，弁護

・国際的活動の分野に

おける法律サービスの

展開・促進

・国際機関等における

弁護士の任用促進，養サ ビスの展開 促進

・公共機関等における弁

護士の任用促進，養成，

弁護士への支援活動

士への支援活動 成，弁護士への支援活

動
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＜構成員＞
・センター委員等約１００名

＜検討事項＞
・各部会等の企画・予算の承認 
・各部会等の活動報告，情報共有

センター長・事務局会議

＜構成員＞約４０名程度
・センター長
・副センター長
・部会長＋α（副部会長など）
・事務局長
・事務局構成員

＜検討内容＞
・主に部会化していない『行政連携』及び『公務員任用推進』に関する事項 
・各部会の企画に関する報告

・全体会議の運営

＜設置部会（仮称）＞
①条例部会
②外部監査・第三者委員会部会
③公金債権部会
④福祉部会

自治体等連携センター
会議体・組織イメージ図

全体会議

各部会会議
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シンポジウム「未来をひらく－弁護士のチャレンジ」 

２０１４年３月２９日（土）午後１時～午後４時５０分 
於： 弁護士会館２階講堂「クレオ」Ａ 

◆開会の挨拶 

山岸 憲司  日弁連会長 

◆「法曹有資格者の活動領域拡大に関する有識者懇談会」及び各分科会における議論の紹介と
当連合会の取組について 

大貫 裕仁  日弁連事務次長  

◆弁護士及び弁護士会の取組に関する活動報告 

(1) 国や地方公共団体等及び福祉分野における弁護士の活動に関する報告 

谷垣 岳人  弁護士，日弁連若手法曹センター副本部長 

(2) 企業等における弁護士の活動に関する報告 

伊東   卓  弁護士，日弁連若手法曹センター委員，弁護士業務改革委員会幹事 

(3) 海外展開に関する弁護士の活動に関する報告 

武藤 佳昭  弁護士，日弁連中小企業の海外展開業務の法的支援に関するＷＧ座長 

◆パネルディスカッション  

≪パネリスト（敬称略，50 音順）≫  

泉   房穂  弁護士，全国市長会評議員，明石市長 

井上 由理  弁護士，昭和シェル石油株式会社常務執行役員，経営法友会幹事 

大島 正太郎  元ＷＴＯ上級委員会委員，株式会社国際経済研究所理事長， 

東京大学大学院法学政治学研究科客員教授 

山岸 良太  日弁連副会長 

≪コーディネーター≫  

矢吹 公  弁護士，日弁連国際交流委員会委員長 

◆明日に向けた取組－有識者からのメッセージ 

≪コメンテーター（敬称略，50 音順）≫  

大島 正太郎  元ＷＴＯ上級委員会委員，株式会社国際経済研究所理事長， 

東京大学大学院法学政治学研究科客員教授 

岡野 貞彦  公益社団法人経済同友会常務理事 

北川  正恭  早稲田大学政治経済学術院教授 

田島 良昭  社会福祉法人南高愛隣会前理事長  

◆まとめ 

菊地 裕太郎  日弁連副会長 

◆新会長挨拶 

村越 進  日弁連会長（２０１４年４月１日～） 

進 行 次 第
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条例づくり・レビューに関する支援について 

平成 26 年 5 月 22 日 

 幸田雅治 

1 条例制定権の重要性と弁護士による支援 

地方分権時代における自治体の自己決定・自己責任のバックボーンは立法権であり、

自治立法権としての条例制定は極めて重要な政策形成手段と位置付けられている。自治

立法権を活用しなければ、いつまでたっても真の意味での分権時代は到来しないと言っ

ても過言ではない。 

近年においては自治体職員の法制執務能力は格段に向上してきているが、法制執務能

力の補完というよりもむしろ、弁護士の幅広い法的知識や経験を自治体の政策形成に活

かしていくことは有意義であり、独自条例の制定支援を積極的に行うことによって、地

方分権の進展をより一層図ることに貢献することが可能と考えられる。 

また、地方議会における議員提案の政策条例への取り組みが重要性を増す中で、それ

をサポートする議会事務局の事務体制は一般的に脆弱であり、政策条例制定がなかなか

進まない原因ともなっている。地方議会の政策条例の法的支援に対するニーズには高い

ものがあると考えられる。 

 以上のような状況を踏まえれば、自治体の条例制定を弁護士が支援することには大き

な社会的価値が認められる。 

2 これまでの弁護士による条例制定支援の取組み 

① 東京弁護士会による債権管理条例の制定支援（江戸川区など）

【支援の意味】 

 自治体の保有する債権には、強制徴収公債権、非強制徴収公債権、私債権の３つがあ

るが、債権管理に関する地方自治法及び施行令等の規定は複雑で分かりにくいとともに、

債権の取扱いの運用、解釈の変遷や貸付条例の規定の不備等により債権管理の現場での

適正な管理、回収に支障をきたしている実態が見受けられた。債権管理条例の制定によ

り、債権管理を適正かつ能率的に行うとともに、債権回収を迅速かつ的確に行う。 

【実績】 

 東京弁護士会弁護士業務改革委員会有志による「自治体債権管理問題検討会」が、自

治体からの依頼に基づき債権管理条例制定の支援を行った。（江戸川区債権管理条例制

定は平成 18 年 3 月） 

 平成２５年４月に発足した大阪弁護士会行政連携センターでは，自治体向けに弁護士

紹介・講師派遣のほか，「条例、規則等の立案、制定及び運用に関する支援」等にも対

応することとしている。 
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② 再エネ事業を支援する法律実務の会による再生可能エネルギー導入条例の制定支

援（飯田市） 

【支援の意味】 

 地域社会がエネルギーをどのように捉え、いかに持続可能な地域づくりに役立てるか

は重要な政策課題である。特に、固定価格買取制度を活用した再生可能エネルギー事業

を推進するため、自治体の責務や住民との協働の仕組みを公共的観点から明確に位置づ

けることは有意義である。 

【実績】 

 弁護士有志で組織された「再エネ事業を支援する法律実務の会」は、自治体からの依

頼に基づき、再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例の制

定支援を行った。同条例上、規定された「地域環境権」は、地域住民が、地域資源を活

用して公共活動を市と共に行うことを主張できる「参加権」として構成されている。（飯

田市再生可能エネルギー導入条例制定は平成 25 年 3 月） 

 

③ 大津市いじめ防止条例に基づく「いじめ防止行動計画」策定支援 

【支援の経緯】 

 大津市より、日弁連に対して、同市の「子どものいじめの防止に関する条例」第 9条

の規定に基づく「いじめの防止に関する行動計画」について、「弁護士という立場から、

理念的及び法的な観点を踏まえた助言をもらいたい。特に、新法及びそれに基づく基本

方針との整合性についても助言してほしい。」との依頼があった。 

 同依頼に対して、日弁連子どもの権利委員会有志は、同条例の執行をより実りあるも

のにするための作業（行動計画の策定支援）への支援のニーズが存在すると受け止め、

法的支援を行うこととした。 

【実績】 

 上記有志メンバーは、同市と複数回の会議を重ね、そのニーズをより具体的に把握し、

上記行動計画策定に関し、必要な研究、検討、提言を行い、同市に対し、その成果を提

供した。（作業を終了して提言を行ったのは平成 26 年 1 月 10 日） 

 

3 日弁連自治体等連携センター（条例部会）の設置 

自治体の条例づくり・レビューを支援するため、自治体等連携センターに条例部会を

設置した。今後、条例部会は、自治体のニーズに対応した支援を行っていくためのコー

ディネート機能（専門的知見を有する弁護士との橋渡し、地元弁護士会との連携など）

を発揮するとともに、条例制定の支援を行う弁護士の裾野拡大のためのセミナーの実施、

情報提供や全国の自治体向けの説明会やワークショップの開催などを行っていく予定

である。 
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（2014年5月14日現在　日弁連調べ）

所属部署

総務局 7 2

労働委員会事務局 2 2

9 4

法務部 3 1

総務部法制課 1 1

総務部 1 0

総務部文書法制課 1 1

総務部政策法務課 1 1

総務部総務課政策法務室兼議会事務局 1 1

総務部政策法務課 1 1

企画県民部管理局文書課 1 0

企画県民部管理局職員課 1 0

2 0

政策部市民相談課 2 2

総務部総務課（コンプライアンス担当） 1 1

3 3

総務部総務課 1 1

総務部兼市民部併任選挙管理事務局 1 1

総務課 1 1

企画管理部職員研修所兼債権管理対策室 1 1

保健福祉局障害福祉課福祉係 1 0

こども未来局こども総合相談センターこども緊急支援課 1 1

総務企画局人事部コンプライアンス・安全衛生課 1 1

2 2

総務企画局総務部 1 1

総務課政策法務係 1 1

総務部法務学事課 1 1

総務部私学文書課 1 1

総務部総務課文書法制係 1 0

総務部行政経営課 1 0

企画総務局総務部総務課 1 1

総務部総務課 1 1

企画部法令室 1 1

総務課政策法務室 1 1

総務企画部総務課文書法制係 1 1

地方公共団体における法曹有資格者の常勤職員※注①②

地方公共団体名
人数（人）／

うち任期付き※注③

合　計　　

特別区人事・厚生事務組合（東京都23区）

流山市（千葉県）

松原市（大阪府）

東京都

和歌山市（和歌山県）

合　計　　

町田市（東京都）

逗子市（神奈川県）

厚木市（神奈川県）

千葉県

名張市（三重県）

南伊勢町（三重県）

明石市（兵庫県）

兵庫県

合　計　　

宮城県

阿南市（徳島県）

福山市（広島県）

宮崎県

沼田市（群馬県）

東松島市（宮城県）

富山市（富山県）

岡山市（岡山県）

福岡市（福岡県）

古賀市（福岡県）

岩手県

合　計　　

北九州市（福岡県）

小松島市（徳島県）

南さつま市（鹿児島県）

総務部総務課 1 1

総務市民部総務課 1 1

政策経営部 1 1

総務部法務課 2 2

総務部学事文書課 1 1

総務部総務課 1 1

監査事務局 1 0

企画政策部 1 1

法務課 1 1

行政委員会事務局監査部監査課 1 1

福祉局生活福祉部保険年金課 2 2

3 3

総務部庶務グループ 1 1

総務部総務課 1 1

総務部総務課 1 1

法務文書課 1 1

産業・賠償対策課（法務担当） 1 1

気仙沼市（宮城県） 総務部総務課 1 1

用地課 1 1

総務部法務・文書課 1 1

法務契約課 1 1

教育委員会教育局支援部学校支援課 1 1

総務部文書法務課 1 1

総務部総務課 1 1

総務部総務課 1 1

総務部総務課 1 1

総務部政策法務課 1 1

総務局総務部法制課 1 1

総務部 1 1

鹿児島市（鹿児島県） 総務局総務部総務課 1 1

子ども・女性・障害者センター 1 1

国分寺市（東京都） 政策部政策法務課 1 1

総務局総務部行政課 1 1

総務局行政部法制文書課 1 1

総　計　 76 62

新潟県

浪江町（福島県）

富谷町（宮城県）

山口県

高槻市（大阪府）

大阪市（大阪府）

寝屋川市（大阪府）

糸島市（福岡県）

大阪狭山市（大阪府）

相馬市（福島県）

郡山市（福島県）

三重県

弘前市（青森県）

神奈川県

福島県

春日井市(愛知県）

栃木市（栃木県）

さいたま市（埼玉県）

和歌山県

【注】※注①. 日弁連の地方公共団体へのアンケート・独自の聞き取り等による調査により得られた、任期付職員及び任期の定めのない職員の人数
　　　※注②. 内訳は、弁護士登録者（48名）、採用に伴う登録取消者（17名）及び司法修習終了後の未登録者　（11名）である。
　　　※注③. 人数覧の右側の数値は、任期付職員の人数（内数）である。

茨木市（大阪府）

堺市（大阪府）

多摩市（東京都）

姫路市（兵庫県）

山田町（岩手県）

豊田市（愛知県）

国立市（東京都）

合　計　　

京都市（京都府）

石巻市（宮城県）

銚子市（千葉県）
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（2014年5月14日現在　日弁連調べ）

年度
2004 2
2005 0
2006 1
2007 4
2008 2
2009 3
2010 8

2011 14

2012 17

2013 32

2014 15

（2014年5月14日現在　日弁連調べ）

伊丹市（兵庫県） 2014年度中1名採用予定（任期付）

 

（2014年5月14日現在　日弁連調べ）

大津市（滋賀県）

加古川市（兵庫県）
2014年4月1日1名採用（総務部納税課）富田林市（大阪府）

【注】※注①. 各年度における採用人数で、任期付職員及び任期の定めのない職員の数である。

地方公共団体における法曹有資格者の今後の採用予定

地方公共団体名 状　況

状　況
池田市（大阪府） 2012年4月1日2名採用（任期付短時間勤務職員，3年，債権回収センターに配属）

東京都労働委員会事務局 2014年5月12日付け1名,2014年7月1日付け1名採用予定（任期付）

広島県 2014年4月1日1名採用（西部こども家庭センター）
2014年4月1日1名採用（総務部危機管理室）

地方公共団体における常勤職員の採用実績の推移※注①

・大阪市：2 ・北九州市：1 ・福山市：1 ・福島県：1 ・春日井市：1 ・栃木市：1 ・茨木市：1 ・多摩市：1 ・鹿児島市：1 ・和歌山県：1 ・国分寺市：1
・福岡市：1 ･姫路市：1 ･堺市：1

2013年4月1日1名採用

地方公共団体における法曹有資格者の任期付職員以外の採用情報

地方公共団体名

・東京都：2 ・名張市：1
・東京都：2 ・特別区人事・厚生事務組合：2 ・町田市：1 ・神奈川県：2 ・河内長野市：1
・東京都：2 ・流山市：1 ・名張市：1 ・松原市：1 ・名古屋市：1 ・福岡市：1 ・厚木市：1 ・栃木市：1 ・多気町：1 ・兵庫県：1 ・和歌山県：1 ・古賀市：1
・宮崎県：1
・東京都：3 ・特別区人事・厚生事務組合：1 ・千葉県：1 ・明石市：5 ・田原本町：1 ・南伊勢町：1 ・富山市：1  ・和歌山市：1 ・岩手県：1　・宮城県：1
・沼田市：1
・東京都：1 ・京都府：1 ・福山市：1 ・小松島市：1 ・東松島市：1 ・阿南市：1 ・名張市：1 ・南さつま市：1 ・大阪狭山市：1 ・銚子市：1 ・高槻市：1 ・大阪市：1
 ・国立市：1 ・豊田市：2 ・富谷町：1 ・町田市：1 ・山口県：1 ・石巻市：1 ・相馬市：1 ・新潟県：1 ・寝屋川市：1 ・糸島市：1 ・浪江町：1 ・気仙沼市：1 ・山田町：1
・三重県：1 ・弘前市：1 ・神奈川県：1 ・兵庫県：1 ・郡山市：1 ・さいたま市：１

・東京都：2

・逗子市：1
・東京都：2 ・兵庫県：1 ・岡山市：1
・特別区人事・厚生事務組合：1 ・大阪市：1

地方公共団体名・人数（人）
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地方公共団体における常勤職員の採用実績の推移
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『地方自治体における法曹有資格者の常勤職員対象研修会及び経験交流会』実施概要

１　日時

　２０１４年３月８日（土）午後１時～午後４時３０分

２　場所

　東京会場：弁護士会館１７階１７０２会議室（東京都千代田区霞が関１－１－３）

　大阪会場：大阪弁護士会館１２階会議室（大阪府大阪市北区西天満１－１２－５）

　※当日は両地点をＴＶ会議システムによって接続し，実施いたします。

３　趣旨・目的

　　地方自治体の活動・業務はすべからく法令に基づくものであることが要求され，地

　方自治体の活動を巡る問題は法務に関するものである。

　　司法制度改革審議会意見書の中でも，法の支配の拡充の観点から地方自治体での法

　曹有資格者の活用への期待が示されている。

　　そして，近年，弁護士をはじめとする法曹有資格者を常勤職員として採用する地方

　自治体が増加しており，多様化・複雑化する住民ニーズに適切に対応していこうとい

　う動きが活発化している。

　　このような状況の中，地方公共団体の職員として勤務経験のある法曹有資格者及び

　今後就任予定の法曹有資格者に対し当連合会がバックアップを行う共に，地方公共団

　体職員として活躍する法曹有資格者相互のネットワーク構築を図ることを目的に研修

　会及び意見交換会の場を設けるものである。

　　

４　内容（予定）

　(1) 自治体内弁護士の業務について

　　　橋本　勇 弁護士（第一東京弁護士会，旧自治省職員）

　(2) 意見交換会

　　・自己紹介

　　・自治体職員を志望したきっかけ

　　・キャリアプラン等

５　参加対象者

　(1) 現在，地方公共団体の常勤職員として勤務されている法曹有資格者

　(2) 過去に地方公共団体の常勤職員として勤務した経験がある法曹有資格者

　(3) 今後，地方公共団体の常勤職員に就任予定の法曹有資格者

６　主催

　　日本弁護士連合会

７　共催

　　大阪弁護士会

資料　５－１
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主催：日弁連法務研究財団 

「地方行政における法曹有資格者の活用に関する研究会」（通称：法曹研） 

（代表 京都大学名誉教授 村松 岐夫） 

２０１４年３月１５日（土） １３：００～１７：００ 

次   第 

13：00 開会挨拶 須田 徹（弁護士） 

13：10 基調講演 大杉 覚（首都大学東京教授） 

『地方行政における法曹有資格者の活用』 

13：40 基調報告１ 西尾政行（弁護士） 

『自治体任期付職員（法曹有資格者）アンケート結果について』 

14：20 基調報告２ 幸田雅治（中央大学大学院教授・弁護士） 

『任期付弁護士と顧問弁護士の役割分担』 

14：50 ～ 15：00 休憩 

15：00 ～ 17：00 

パネルディスカッション 

『自治体任期付職員 法曹の活躍の広がり』 

パネリスト：山崎直樹（厚木市総務部文書法制課法務専門監） 

藤井美彰（豊田市総務部法務課長） 

大杉覚、奥宮京子（弁護士） 

コーディネーター：岡本正（弁護士） 

資料　５－２
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 弁護士のみなさまへ～嘱託職員募集～ 

大津市で働きませんか 
 

大津市では、コンプライアンスを推進するとともに、中核市として多様化、専門化する行政課題に、

法律的な専門的知識を以って対応し、市民サービスの向上を図るため、弁護士等法曹資格を有する専

門職の職員を募集します。 

待 遇 

身 分：非常勤嘱託職員 

報 酬 等：報酬月額 ５４０，０００円、特別報酬 １．５４ヶ月分（１２月支給）※、通勤手当 

※翌年度に更新された場合は、さらに１．４５ヶ月分（６月支給）があります。 

      参考：平成２６年６月～平成２７年３月 見込み 約６２３万円（通勤手当除く）  

勤 務 時 間：９時２５分から１７時２５分までの１日７時間勤務（休憩時間１２時～１３時） 

休 日：土、日、祝日、年末年始(１２月２９日から１月３日まで) 

休 暇：年次有給休暇 ６月１日から３月３１日までの間に１７日※ 

夏季休暇 ６月１５日から９月３０日までの間に３日※、その他忌引き等特別休暇あり 

※日数は雇用開始日によって変わります。 

保   険：健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険に加入 

健 康 管 理：年１回健康診断実施(６月) 

 

募集内容および応募方法 

応 募 資 格：司法修習を修了してから３年以上経過し、単独で訴訟行為を受任する能力と経験のある方  

募 集 人 員：１名 

職 務 内 容：コンプライアンスの推進・法律相談等 

任 用 期 間：平成２６年６月１日※～平成２７年３月３１日 

      ※任用日は採用内定者との協議により、変更が可能です。 

応 募 期 間：平成２６年４月１日～平成２６年４月３０日（消印有効） 

出 願 書 類： ①履歴書（市販のもので可。弁護士等としての経験を詳しく記載）  

②志望動機（1600 字程度で書式自由）              

③弁護士資格または司法修習を修了したことを証するものの写し  

選 考 方 法：書類選考（1 次試験）と個人面接（２次試験、平成２６年５月中旬頃）により選考します。 

      1 次試験の合否通知文書において、合格者あてに２次試験の日時・場所等を通知します。 

最終合格発表：平成２６年５月下旬に合否を文書にて通知 

応募連絡先：大津市総務部コンプライアンス推進室 

〒520-8575 大津市御陵町３番１号 

電 話 ０７７－５２８－２６６７ 

E-mail otsu1226@city.otsu.lg.jp 

交 通 案 内：ＪＲ湖西線「大津京駅」下車 徒歩１０分 

      京阪石山坂本線「別所駅」下車 徒歩１分 
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弁護士の皆さん あなたの力をお貸しください  

”笑顔あふれる大津”をつくるために 

 
大津市は、比良比叡の山々と琵琶湖に囲まれた自然環境豊かな都市であるとともに、世界遺産である比

叡山や弁慶の引き摺り鐘をはじめとする多くの伝説を持つ三井寺、紫式部が参籠して『源氏物語』を書き

はじめたという石山寺など、多くの寺社仏閣に恵まれ、古都指定を受けている、近畿の中核都市です。ま

た、名神高速道路、国道１号、JR 琵琶湖線など交通網が充実しており、京阪神からのアクセスが非常に良

い都市であることもあり、現在も、人口増加が続き３４万人余りの人口を抱える伸びゆく都市です。 
  
一方で、大津市は昨年来から職員の不祥事が続き、市役所への市民の信頼を回復していくことは、喫緊

の課題だと考えています。 
そのための切り札として、弁護士など法曹専門家の方を大津市役所へぜひお迎えしたいと考えています。 
コンプライアンス推進室に席をおいていただき、①コンプライアンスの推進、②内部統制の構築、 

③職員からの法律相談、④公益目的通報をはじめとするハラスメントなどの相談、⑤職員の法律等の研修、

⑥市民等への対応など、多くのご活躍いただく場がございます。 
特に多くの行政課題に対して、その適法性、妥当性、検証などに、 

お力を貸していただきたいと思います。 
 

やる気のある弁護士など法曹専門家の皆さん、大津市で新たな 
キャリアアップを図ってみませんか。 
大津市はあなたをお待ちしております。 

大津市長 越 直美 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市は、弁護士をはじめとする外部の専門家の採用に積極的

です。 

・市民部いじめ相談室：弁護士１名・臨床発達心理士２名 

・政策調整部情報システム課：総括情報管理(CIO)補佐官 

・産業観光部商工労働政策課：産業化支援統括コーディネータ

ー 

・産業観光部観光振興課：観光プロデューサー１名 

☆大津市は弁護士のみなさまにとって働きやすい環境です！ 

琵琶湖疏水 

大津市観光キャラクター 

おおつ光
ひ か

ルくん 

大津市役所 なぎさ公園 
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２０１４年（平成２６年）４月９日 
会員各位 

大阪弁護士会 
会 長  石田法子 

同 行政連携センター運営委員会 
委員長 金子武嗣 

同 司法修習生及び弁護士の 
就職支援に関する特別委員会 

委員長 畠田健治 

大津市非常勤嘱託職員（弁護士等法曹資格者）採用説明会の開催（ご案内） 

当会では、平成２６年４月より大阪弁護士会行政連携センターを発足し、国の行
政機関、地方公共団体、独立行政法人等の行政機関等と本会が連携して行う行政連携
活動を推進するとともに、弁護士の任期付公務員等の任用に関する支援業務を行って
おります。 

現在、大津市、コンプライアンス・法律相談を担当する非常勤嘱託職員（任用期間：
平成 26 年 6 月 1 日〔予定〕～平成 27 年 3 月 31 日まで。週５日勤務。報酬月額 54 万
円，年次有給休暇・特別報酬・通勤手当有）として弁護士を公募しています（応募資
格：司法修習終了後３年経過等。応募期限：4月 30 日水曜日）。募集内容の詳細は、日
弁連ホームページ「ひまわり求人求職ナビ」及び大津市ホームページをご確認くださ
い。 
この度、当会は、日本弁護士連合会との連携の下に、以下の日程で、大津市非常勤

嘱託職員（弁護士等法曹資格者）採用説明会の開催を企画いたしました。 
参加ご希望の方は、４月１８日（金）午後５時（第一次締切）までに 下記申込書に

必要事項を記入してＦＡＸでお申し込みください。なお、第一次締切以降も、随時、
参加希望を受け付けております。 
弁護士が地方自治体職員として法務及びコンプライアンスの分野に参画すること

は、法の支配の実現、活動領域の拡大、専門性の獲得を目指す観点から大変意義深い
ことですので、多数の方々にご参加いただけることを願っております。 

記 

日 時 ： 平成２６年４月２２日（火） 午後６時半 ～１時間程度 
場 所 ： 大阪弁護士会館 １２階 １２０５会議室 

以 上 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 回  答  書 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

回答先：ＦＡＸ ０６ – ６３６４ – ７４７７  
大津市任期付公務員採用に係る説明会 
平成 ２６ 年 ４ 月２２日（火） 午後６時半  ～ に 出 席 する 

（貴 名） （登録番号） 

（所属弁護士会） 

・ご提供いただいた個人情報は、大阪弁護士会のプライバシーポリシーに従い厳重
に管理し、申込みされた方の人数把握及び当該説明会に関するご連絡以外には使用
いたしません。 

大阪弁護士会 委員会部司法課 行政連携センター（樋上） TEL：06-6364-1681 
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福
祉
分
野
に
お
け
る

施
⾏
⽅
策
案
に
つ
い
て

弁
護
⼠
⼋
杖
友
⼀

（
第
⼆
東
京
弁
護
⼠
会
）
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福
祉
の
置
か
れ
て
い
る
現
状

福
祉
の
置
か
れ
て
い
る
現
状

1.
近
年
の
⾼
齢
者
、
障
が
い
者
、
⼦
供
、
⼥
性
、
貧
困
者
な
ど
社
会

的
弱
者
・
要
⽀
援
者
が
置
か
れ
て
い
る
⽴
場


超
⾼
齢
化
社
会
の
到
来


超
⾼
齢
化
社
会
の
到
来


障
が
い
者
の
権
利
の
保
障


貧
富
の
差
の
拡
⼤


⼦
供
を
と
り
ま
く
環
境
の
変
化


労
働
環
境
に
お
け
る
⼥
性
の
差
別
、
離
婚
の
増
加
に
よ
る
⼥
性
の
貧
困
化

2
福
祉
サ

ビ
ス
利
⽤
が
措
置
か
ら
契
約
に
移
⾏

2.
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
⽤
が
措
置
か
ら
契
約
に
移
⾏

•
当
事
者
の
権
利
が
侵
害
さ
れ
る
場
⾯
の
増
加

福
祉
の
担
い
⼿
で
あ
る
⾃
治
体
の
役
割
の
拡
⼤

•
福
祉
の
担
い
⼿
で
あ
る
⾃
治
体
の
役
割
の
拡
⼤

•
福
祉
に
関
わ
る
⺠
間
事
業
者
の
増
加
、
役
割
の
増
⼤

2
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⽇
弁
連
／
各
地
の
弁
護
⼠
会
委
員
会
に
よ
る
活
動

⽇
弁
連
／
各
地
の
弁
護
⼠
会
委
員
会
に
よ
る
活
動


⽇
本
弁
護
⼠
連
合
会


⾼
齢
社
会
対
策
本
部
（
20
09
〜
）


⾼
齢
者
・
障
害
者
の
権
利
に
関
す
る
委
員
会
（
19
98
〜
）


⼦
ど
も
の
権
利
委
員
会
（
19
92
〜
）


貧
困
問
題
対
策
本
部
（
20
10
〜
）


両
性
の
平
等
に
関
す
る
委
員
会
（
19
76
〜
）


犯
罪
被
害
者
⽀
援
委
員
会
（
19
99
〜
）


各
地
の
弁
護
⼠
会


上
記
に
対
応
す
る
専
⾨
委
員
会


上
記
に
対
応
す
る
専
⾨
委
員
会

3
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こ
れ
ま
で
の
⽇
弁
連
・
弁
護
⼠
会
の
取
組
例
①

／
⾼
齢
者

障
が

者
／
⾼
齢
者
・
障
が
い
者

1
ひ
ま
わ
り
あ
ん
し
ん
事
業
（
旧
標
準
事
業
案
）

1.
ひ
ま
わ
り
あ
ん
し
ん
事
業
（
旧
標
準
事
業
案
）
20
11
〜


電
話
相
談
（
37
／
52
弁
護
⼠
会
）
、
出
張
相
談
（
42
／
52
弁
護
⼠
会
）
を
中
⼼
に
据

え
、
弁
護
⼠
に
相
談
し
や
す
い
環
境
整
備

⾃
治
体

地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ

社
会
福
祉
協
議
会
等
の
福
祉
関
係
機
関


⾃
治
体
、
地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
、
社
会
福
祉
協
議
会
等
の
福
祉
関
係
機
関

と
連
携


資
⼒
の
乏
し
い
当
事
者
を
⽀
援
す
る
の
た
め
の
法
テ
ラ
ス
連
携

福
祉
分
野
に
関
わ
る
弁
護
⼠
の
養
成

⽀
援


福
祉
分
野
に
関
わ
る
弁
護
⼠
の
養
成
、
⽀
援

2.
虐
待
対
応
専
⾨
職
チ
ー
ム

20
06
〜

37
／
52
弁
護
⼠
会


⾼
齢
者
・
障
が
い
者
の
虐
待
対
応
の
主
体
で
あ
る
⾃
治
体
に
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
弁

⾼
齢
者

障
者

虐
待
対

体
⾃
治
体

弁
護
⼠
と
社
会
福
祉
⼠
を
セ
ッ
ト
で
派
遣


⽇
本
社
会
福
祉
⼠
会
と
連
携


ア
ド
バ
イ
ザ
ー
弁
護
⼠
の
養
成

3.
⾼
齢
者
・
障
害
者
権
利
擁
護
の
集
い

20
03
〜


毎
年
開
催


集
い
の
開
催
を
通
し
て

主
催
す
る
地
域
の
弁
護
⼠
会
と
⾃
治
体

福
祉
関
係


集
い
の
開
催
を
通
し
て
、
主
催
す
る
地
域
の
弁
護
⼠
会
と
⾃
治
体
、
福
祉
関
係

機
関
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
図
る

な
ど

4
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こ
れ
ま
で
の
⽇
弁
連
・
弁
護
⼠
会
の
取
組
例
②

／
ど
も

／
⼦
ど
も

各
地
の
弁
護
⼠
会
に
⼦
ど
も
の
⼈
権
相
談
窓
⼝
（
専
⾨
相
談

1.
各
地
の
弁
護
⼠
会
に
⼦
ど
も
の
⼈
権
相
談
窓
⼝
（
専
⾨
相
談

窓
⼝
）
の
設
置


い
じ
め

体
罰

学
校
事
故

児
童
虐
待

親
⼦
関
係

⾮
⾏
な
ど


い
じ
め
、
体
罰
、
学
校
事
故
、
児
童
虐
待
、
親
⼦
関
係
、
⾮
⾏
な
ど


35
／
52
弁
護
⼠
会

2
い
じ
め
問
題
第
三
者
機
関
委
員
・
経
験
交
流
集
会

2.
い
じ
め
問
題
第
三
者
機
関
委
員

経
験
交
流
集
会


20
13
年
施
⾏
の
「
い
じ
め
防
⽌
対
策
推
進
法
」
に
基
づ
き
、
⾃
治
体

の
い
じ
め
問
題
第
三
者
機
関
に
派
遣
さ
れ
た
委
員
の
経
験
交
流
を
⾏
う

と
と
も
に

新
た
に
派
遣
さ
れ
る
委
員
を
養
成

と
と
も
に
、
新
た
に
派
遣
さ
れ
る
委
員
を
養
成

3.
全
国
付
添
⼈
経
験
交
流
集
会

19
91
〜

毎
年
開
催


毎
年
開
催


少
年
事
件
に
お
け
る
弁
護
⼈
・
付
添
⼈
活
動
の
担
い
⼿
の
確
保
と
活
動

内
容
の
充
実
を
⽬
指
す

な
ど

5
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こ
れ
ま
で
の
⽇
弁
連
・
弁
護
⼠
会
の
取
組
例
③

／
貧
困

／
貧
困

労
働
及
び
⽣
活
に
関
す
る
問
題
の
総
合
的
な
相
談
窓
⼝
を
各

1.
労
働
及
び
⽣
活
に
関
す
る
問
題
の
総
合
的
な
相
談
窓
⼝
を
各

地
の
弁
護
⼠
会
に
設
置


⾃
治
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
市
⺠
が
ア
ク
セ
ス
し
や
す
い
体
制
を
構
築


⾃
治
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
市
⺠
が
ア
ク
セ
ス
し
や
す
い
体
制
を
構
築

2.
「
相
談
体
制
構
築
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
の
作
成


全
国
の
弁
護
⼠
会
に
送
付


全
国
の
弁
護
⼠
会
に
送
付

3.
貧
困
問
題
対
策
に
関
す
る
全
国
協
議
会
開
催


毎
年
実
施

毎
年
実
施


各
地
の
取
組
や
課
題
に
つ
い
て
意
⾒
交
換
、
⼈
材
の
養
成

4.
⾃
殺
対
策
強
化
⽉
間
に
お
け
る
全
国
⼀
⻫
「
暮
ら
し
と
こ
こ

ろ
の
総
合
相
談
」
実
施


⾃
治
体
の
⾃
殺
対
策
協
議
会
、
PS
W
協
会
、
SW

協
会
、
⽇
本
臨
床
⼼

理
⼠
会

⽇
本
精
神
神
経
科
診
療
所
協
会
等
と
連
携
し

ワ
ン
ス
ト
ッ

理
⼠
会
、
⽇
本
精
神
神
経
科
診
療
所
協
会
等
と
連
携
し
、
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
の
相
談
窓
⼝
を
構
築

6
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福
祉
分
野
で
の
弁
護
⼠
・
弁
護
⼠
会
の
役
割

福
祉
分
野
で
の
弁
護
⼠

弁
護
⼠
会
の
役
割

1
当
事
者
の
⽀
援

権
利
擁
護

1.
当
事
者
の
⽀
援
、
権
利
擁
護


成
年
後
⾒
／
未
成
年
後
⾒
制
度
の
利
⽤
⽀
援


ホ
ー
ム
ロ
イ
ヤ
ー
と
し
て
⽀
援

ど
（
⼿
続
）
代
理
⼈

付
添
⼈

⽀
援


こ
ど
も
の
（
⼿
続
）
代
理
⼈
、
付
添
⼈
と
し
て
⽀
援


⽣
活
保
護
申
請
の
同
⾏
⽀
援

2.
福
祉
を
実
施
す
る
⾃
治
体
の
⽀
援

2.
福
祉
を
実
施
す
る
⾃
治
体
の
⽀
援


ア
ド
バ
イ
ザ
ー
（
虐
待
・

D
V・
い
じ
め
等
の
困
難
案
件
）
の
派
遣


第
三
者
委
員
会
（
虐
待
・

D
V・
い
じ
め
等
の
調
査
、
検
証
）
の
委
員
派
遣


職
員
研
修
・
市
⺠
向
け
講
演
会
講
師
の
派
遣


職
員
研
修
・
市
⺠
向
け
講
演
会
講
師
の
派
遣


各
種
委
員
会
の
専
⾨
委
員
の
派
遣
・
市
⺠
向
け
専
⾨
相
談
の
相
談
員
派
遣


条
例
、
規
則
の
制
定
⽀
援

福
祉
サ

ビ
ス
を
提
供
等
す
る
⺠
間
団
体
等
の
⽀
援

3.
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
等
す
る
⺠
間
団
体
等
の
⽀
援


コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス


社
員
（

CW
）
研
修
講
師
の
派
遣


労
働
問
題
へ
の
対
応


事
故
（
介
護
、
学
校
）
の
対
応

7
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今
後
の
取
組
み
①

今
後
の
取
組
み
①

1
従
来
よ
り

弁
護
⼠
会
及
び
弁
護
⼠
は

⾼
齢
者

障
が
い
者

1.
従
来
よ
り
、
弁
護
⼠
会
及
び
弁
護
⼠
は
、
⾼
齢
者
、
障
が
い
者
、

⼦
ど
も
、
貧
困
者
、
⼥
性
、
犯
罪
被
害
者
等
の
当
事
者
を
⽀
援
す

る
活
動
を
⾏
っ
て
い
る

2.
今
後
は
、
当
事
者
を
直
接
⽀
援
す
る
こ
と
に
加
え
、
福
祉
の
実
施

主
体
で
あ
る
⾃
治
体
／
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
等
す
る
⺠
間
団
体

と
密
接
な
連
携
を
図
り
、
⾃
治
体
や
⺠
間
団
体
を
と
お
し
た
当
事

者
⽀
援
に
つ
い
て
よ
り
い
っ
そ
う
⼒
を
⼊
れ
て
い
く
べ
き

具
体
的
に
は

•
⾃
治
体
の
福
祉
関
連
業
務
に
対
す
る
顧
問
、
市
⺠
向
け
／
職
員
向
け
相
談
担
当
、

ケ
ー
ス
会
議
等
に
お
け
る
法
的
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣

•
⾃
治
体
の
福
祉
関
連
業
務
に
お
け
る
第
三
者
委
員
会
（
調
査
・
検
討
）
に
お
け
る
委

員
の
派
遣

•
⾃
治
体
の
福
祉
関
連
業
務
に
従
事
す
る
職
員
向
け
研
修
、
研
究
会
へ
の
講
師
派
遣

•
⾃
治
体
が
主
催
す
る
市
⺠
向
け
福
祉
関
連
講
演
等
へ
の
講
師
派
遣

•
福
祉
関
連
の
⺠
間
団
体
等
に
対
す
る
顧
問
の
紹
介
、
マ
ッ
チ
ン
グ

な
ど

8
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今
後
の
取
組
②

今
後
の
取
組
②

1.
⽇
弁
連
／
弁
護
⼠
会
の
福
祉
分
野
関
連
委
員
会
で
の
取
組
み


ひ
ま
わ
り
あ
ん
し
ん
事
業
（
⾼
齢
者
・
障
が
い
者
分
野
）
の
推
進

ひ
ま
わ
り
あ
ん
し
ん
事
業
（
⾼
齢
者

障
が
い
者
分
野
）
の
推
進


専
⾨
相
談
窓
⼝
の
設
置


福
祉
各
専
⾨
分
野
に
対
応
で
き
る
弁
護
⼠
の
養
成


そ
の
他

2.
⽇
弁
連
⾃
治
体
等
連
携
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
取
組
み


「
福
祉
部
会
」
を
設
置
（
⾃
治
体
、
⺠
間
福
祉
団
体
と
の
連
携
を
⽬
的
）


セ
ン
タ
ー
（
福
祉
部
会
）
が
、
各
福
祉
分
野
関
連
委
員
会
を
橋
渡
し
し
、

各
委
員
会
で
の
取
組
み
に
つ
い
て
情
報
共
有
を
図
り
、
連
携
を
図
る


セ
ン
タ
ー
（
福
祉
部
会
）
に
お
い
て
、
各
福
祉
分
野
関
連
委
員
会
と
連
携

し
て
複
数
の
モ
デ
ル
事
業
を
展
開
し

全
国
の
弁
護
⼠
会
に
拡
げ
る

し
て
複
数
の
モ
デ
ル
事
業
を
展
開
し
、
全
国
の
弁
護
⼠
会
に
拡
げ
る

9
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地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
／
障
害
者
相
談
⽀
援
事
業
所
等
へ

デ
）

の
法
的
⽀
援
業
務
に
関
す
る
モ
デ
ル
事
業
（
第
１
弾
）

1.
事
業
の
趣
旨


弁
護
⼠
会
が
、
各
地
域
に
お
い
て
当
事
者
を
⽀
援
す
る
地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー

／
障
害
者
相
談
⽀
援
事
業
所
等
に
弁
護
⼠
を
派
遣
し
、
そ
の
職
員
に
対
す
る
法
的

⽀
援
サ

ビ
ス
の
提
供
を
拡
充
す
る
こ
と
に
よ
り

当
事
者
の
権
利
擁
護
の
実
現

⽀
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
拡
充
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
事
者
の
権
利
擁
護
の
実
現

を
図
る

2.
事
業
の
内
容

毎
⽉
１
回

地
域
包
括
等
に
出
向
い
て
職
員
の
相
談
を
受
け
る

1)
毎
⽉
１
回
、
地
域
包
括
等
に
出
向
い
て
職
員
の
相
談
を
受
け
る

2)
随
時
、
地
域
包
括
等
が
つ
な
い
で
き
た
当
事
者
に
対
す
る
相
談
案
件
に
つ
い
て
、

担
当
弁
護
⼠
⾃
ら
対
応
す
る
か
、
他
の
弁
護
⼠
を
⼿
配
す
る

3
実
施
弁
護
⼠
会

3.
実
施
弁
護
⼠
会


⼤
阪
弁
護
⼠
会

4.
事
業
の
対
象


⼤
阪
府
下
の
地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
（
⼤
阪
市
、
堺
市
を
除
く
府
下
市
町
村

（
約
40
）
に
設
置
さ
れ
た
も
の
）
、
障
害
者
相
談
⽀
援
事
業
所
（
10
市
町
村
程

度
）

5
事
業
の
期
間

5.
事
業
の
期
間


10
ヶ
⽉
（
平
成
26
年
6⽉

〜
平
成
27
年
3⽉

）
10
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自治体等連携センター・福祉部会

関連委員会への事前質問事項

１  該当分野における各弁護士会の専門法律相談窓口の設置状況（分かる範囲で）

及び専門法律相談実施のための日弁連からの働きかけや取組みの有無、状況につ

いて。 

２  該当分野において、当事者に対する専門相談を実施するための最も適切な方法

（面談、電話、出張、拠点での相談など）はどのような方法か。その方法を各弁

護士会に採用してもらう必要はあるか。採用してもらうためにはどうしたらよい

か。 

３  該当分野において、弁護士会以外の主要な相談先はどこか。 

４  該当分野における当事者以外の自治体、福祉関係機関、学校、民間団体（及び

その職員等）からの相談にも対応している弁護士会はあるか。また、対応しても

らいたい旨日弁連から働きかけや取組みを行ったことはあるか。 

５  該当分野における当事者の支援として、弁護士会として、当事者以外の自治体、

福祉関係機関、学校、民間団体からの相談に積極的に応じることは必要か。必要

な場合、積極的に関与していくべき対象（機関）はどこか。 

６  該当分野における各弁護士会の自治体、福祉関係者などと一緒に相談を受ける

方法（いわゆる「ワンストップ相談」）を実施している弁護士会はあるか。また、

実施のための日弁連から働きかけや取組みを行ったことはあるか。 

７  該当分野において、（派遣要請を受けるだけでなく）弁護士会の方から、積極

的に、弁護士を自治体、民間団体等に第三者委員、研修講師、相談担当者、アド

バイザー等として派遣することを働きかけている（そのような仕組みを有する）

弁護士会はあるか。日弁連として、弁護士会がそのような仕組みを作ることを支

援することは可能か。 

８ 各弁護士会において専門相談体制の構築や自治体、福祉関係機関等と連携が進

まない理由、課題など（分かる範囲で） 
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９ 上記１～７に関連し、自治体、学校、民間団体等との連携を内容とするモデル

事業を企画、実施して頂ける弁護士会はないか。また、このような連携を支援する

取組みを日弁連委員会で行うことができないか。 
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